
携し、子育てと就労の両立支援策の充実を図るとともに、乳幼児期に ・少子化対策として、社会福祉協議会の結婚相談事業を支援した。
質の高い保育・教育等の提供が受けられるよう指導・調整に努めます。また、今年度１０月から実施予定の幼児教育
・保育の無償化に向け体制を整備します。
・子ども相談課内に「子ども家庭総合支援拠点」を設置し、子ども相談員等の相談体制を強化します。それにより、
育児や家庭環境など子どもと家庭に関する相談や児童虐待の早期発見・早期対応に努めるとともに、関係機関との連
携を強化し、支援を要する妊産婦等にも積極的に働きかけ指導・助言を行います。また、オレンジリボン運動の推進

部の運営方針に対する部全体の総合評価
など児童虐待防止の啓発活動に取り組んでいきます。
・いじめ問題に対しては、教育委員会と連携し「いじめ問題防止対策連絡協議会」を開催し、関係機関相互の連携強 部の運営方針に基づき、３課が、各事業の適正な実施及び充実に遅延な
化を図り、いじめ防止等の対策を推進します。 く取り組み、子育て・子育ち支援施策の推進が着実に図れたと評価する
・「我孫子市子ども発達支援計画」に基づき、発達支援、家族支援、地域支援の充実と機能強化を図り、発達に支援 。

様

が必要な子どもの乳幼

式

児期からの一貫した支

第

援体制作りを推進して

１

いきます。そのため「

号

療育・教育システム連

部

絡会 また、各事業の評

の

価や市民のニーズ調査

運

等を基に、令和２年度

営

からの「
」において、

方

関係機関との連携を深

針

め、早期発見からライ

・

フステージに応じた切

課

れ目のない支援体制の

の

構築を進めま 第四次我

目

孫子市子ども総合計画

標

」及び、その下位計画

設

である「第二次放
す。

定

課後子ども総合プラン

書

行動計画」・「第三次

(

保育園等整備計画（改

平

訂版
・子育てを応援す

成

るため、子ども医療費

3

助成をはじめ子育て世

1

帯に対する経済的な負

年

担軽減を、引き続き推

度

進します ）」を作成し

)

たことにより、今後も

部

引続き子どもの健やか

コ

な育ちと子育
。 ての支

ー

援を総合的・計画的に

ド

進める準備を整えられ

1

た。
・次期子ども総合

7

計画の策定に合わせ「

部

放課後子ども総合プラ

　

ン行動計画」の見直し

名

を行い、学童保育室と

子

あびっ子
クラブ、それ

ど

ぞれの事業の目的に沿

も

って、子ども達の放課

部

後が充実するよう施設

部

の環境整備や質の向上

長

に努めます。
・子ども

名

たちの生きる力を育む

森

ため、子どもの自然体

　

験・生活体験事業の実

和

施や青少年育成団体の

枝

活動を支援します
。
・

１

少子化対策として、結

．

婚・妊娠・出産・子育

部

て・子育ちへの切れ目

の

ない支援を推進してい

運

きます。

課コード 01

営

課　名 子ども支援課 課

方

長名 荒井　康哲

２．課

針

の目標（部の運営方針

(

を受けて課の取組方針

予

を記入） 部の運営方針

算

に対する課の目標への

編

取組結果

　部の運営方

成

針に基づき、次のとお

・

り取り組みます。 1.

実

第4次子ども総合計画

施

の策定を確実に実行し

計

た。
１．子ども・子育

画

て支援事業計画を兼ね

策

た子ども総合計画を着

定

実に推進します。また

方

、３２年度からの計画

針

策定にあ 2.子育て世

な

代への経済的支援策と

ど

して、令和２年８月実

を

施の高校生等医
たり、

踏

現計画の検証及びニー

ま

ズ調査を基に次期計画

え

策定を進めます。 療費

て

助成制度を創設した。

、

２．母子・父子家庭へ

基

の支援、子ども医療費

本

の助成、児童手当及び

計

児童扶養手当等の適正

画

な支給に努めます。 3

の

.第2次放課後子ども

分

総合プラン行動計画を

野

策定し、児童の安全や

別

安心
３．学童保育室と

計

あびっ子クラブの一体

画

的な運営に努めます。

や

な居場所として、学童

重

保育室やあびっ子クラ

点

ブの運営を実施した。

ﾌ

４．提案型公共サービ

ﾟ

ス民営化制度により、

ﾛ

３１年度から民営化と

ｼ

なる二小及び新木小が

ﾞ

スムーズに移行できる

ｪ

よう 4.第2小や新木

ｸ

小の民営化では、民営

ﾄ

事業者へ14名のスタ

、

ッフ移籍があ
十分な引

所

継ぎを行います。 り、

管

非常勤一般職員の配置

に

が適正なものとなった

係

。
５．子どもの成長や

る

自立を促進するため、

部

手賀の丘宿泊事業を実

の

施すると共に、青少年

運

相談員連絡協議会と協

営

働し、 5.市民団体や

方

ボランティアと協力し

針

、子どもの参加事業を

に

実施した。
青少年キャ

対

ンプ等を実施します。

す

また、恒例となってい

る

るげんきフェスタ及び

課

子どもまつりを市民団

の

体と協力のうえ 6.少

目

子化対策として、結婚

標

相談事業を実施した。

へ

開催します。
６．少子

の

化対策として、我孫子

取

市社会福祉協議会と連

組

携して、結婚相談業務

結

の充実を図ります。

３

果

．課の目標を達成する

　

上での課題と対応（人

　

員の配置、組織のあり

分

方など）

・学童保育室

野

及びあびっ子クラブの

別

運営が民営化となる小

基

学校は、平成３１年度

本

は５校となる予定であ

計

り、非常勤一
般職員の

画

人員配置の調整が必要

の

です。

４．原因分析・

目

改善策

（課長） （部長

標

）

５．課の目標を達成

を

するために取り組む事

考

務事業

事務事業名（個

慮

別事業） 重プ 施策 指標

し

単位 現況値 目標値 実績

て

値 達成率(％) 評価該

、

当 コード

1 子どもの居

部

場所づくり 重４ 331

の

04 全あびっ子クラブ

目

登録児童数／全小学校

標

在籍児童数 ％ 63.9

を

60 58.9 98.1

達

7 現状

2 げんきフェス

成

タ 重４ 33104 有料

す

来場者数 人 489 80

る

0 489 61.13 現

た

状

3 あびこ子どもまつ

め

り 重４ 33104 有料

の

来場者数 人 708 1,

方

000 708 70.8

針

現状

4 子ども向け情報

を

紙発行及びホームペー

記

ジの運営 重４ 3310

入

4 情報紙「あびっ子ネ

)

ット」の乳幼児及び小

●

中学生のいる世帯への

第

％ 85 90 95 105

三

.56 現状

5 手賀の丘

次

宿泊事業 重４ 3310

基

4 応募者数 ％ 58 70

本

58 82.86 現状

6

計

青少年相談員事業への

画

支援 重４ 33104 楽

の

しく有意義な体験がで

重

きた子どもの割合 ％ 9

点

8 100 98 98 現状

プ

7 児童扶養手当支給事

ロ

業 重無 33105 適正

ジ

支給した件数／総支給

ェ

件数の割合 ％ 100 1

ク

00 100 100 現状

ト

8 子ども医療費助成事

４

業 重無 33105 適正

「

に支給した件数／総支

若

給件数 % 100 100

い

100 100 拡充

9 母

世

子家庭等相談・自立支

代

援事業 重無 33105

に

支援決定件数 件 5 11

選

13 118.18 現状

ば

10 ひとり親家庭の支

れ

援事業 重無 33105

る

適正支給した件数／総

ま

支給件数 ％ 100 10

ち

0 100 100 現状

づくり」やまち・ひと・しごと創生総合戦略の基 ・子ども子育て会議等を経て「第四次子ども総合計画」を策定し、また
本目標３「あびこで子どもを産み、育てたくなるまちづくり」に基づき、若い世代が我孫子を選び、移り住んでもら 、放課後運営委員会を経て「第二次放課後子ども総合プラン行動計画」
えるよう、また、これからもずっと住み続けてもらえるよう子育て・子育ち支援施策を総合的に推進します。さらに の策定を完了した。
、子ども・子育て支援事業計画を兼ねた子ども総合計画の進行管理と次期子ども総合計画（２０２０～２０２４年度 ・子育て世代への経済的支援事業を適切に実施した。また、子ども医療
）の策定を行い、乳幼児期の保育と教育や地域の子ども子育て支援策の充実を図ります。 費助成の対象者拡大の検討や実施に向けて準備を行った。
・子育て支援拠点施設を核とし、妊娠期からを視野に入れ、孤立せず安心して活き活きと子育てができる環境づくり ・第２小と新木小の学童保育室及びあびっ子クラブの民営化への移行を
に努めます。また、地域の人々との連携を密にし、地域の子育て力の向上と多様な子育て支援事業を展開します。 スムーズに行なった。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」を踏まえ、「第三次我孫子市保育園等整備計画」を見直し、待機児童ゼロを堅 ・元気フェスタや子どもまつり等子どもたちの参加事業を市民団体と協
持し続ける体制づくりと２０２２年４月の湖北台保育園とわくわく広場の複合施設開設に向け、準備を進めます。 力して実施した。
・市内の保育園や認定こども園・幼稚園等と連



の運営 重４ 33103 登録児童数（910人）/定員数（1,035人） ％ 88 90 83.6 92.89 現状

12 放課後対策事業心理相談 重４ 331

５

03 相談希望対応率(

．

相談対応件数／スタッ

課

フや保護者からの相談

の

件 ％ 100 100 10

目

0 100 現状

標

1

を

3 子ども総合計画の策

達

定及び計画の進行管理

成

重無 83102 子ども

す

・子育て会議の開催回

る

数 回 5 6 5 83.33

た

現状

め

14 ひとり

に

親家庭等医療費助成事

取

業 重無 33105 適正

り

に支給した件数／総支

組

給件数 ％ 100 100

む

100 100 現状

事務

15 学童保育室の整

事

備 重４ 33103 待機

業

児童対策への施設整備

事

。 保育 0 2 1 50 現状

務事

16 未熟児養育

業

医療 重無 33105 必

名

要な医療給付者に対す

（

る給付率 ％ 100 10

個

0 100 100 現状

別事

17 児童手当支給

業

事業 重無 33105 適

）

正に支給した件数／総

重

支給件数 ％ 100 10

施

0 100 100 現状

施策

18 我孫子市結婚

指

相談事業の充実（少子

標

化対策検討プロジェク

単

ト） 重４ 33102 相

位

談・お見合い件数 件 5

現

42 620 542 87

況

.42 結合

値

19

目

未婚の児童扶養手当受

標

給者に対する臨時・特

値

別給付金 重無 3310

実

5 申請に対して適切に

績

支給した割合 ％ 0 10

値

0 100 100 その他

達成率(％) 評価該当 コード

11 学童保育室



広場の複合施設開設に向け、準備を進めます。 を推進することができた。
・市内の保育園や認定こども園・幼稚園等と連携し、子育てと就労の両立支援策の充実を図るとともに、乳幼児期に
質の高い保育・教育等の提供が受けられるよう指導・調整に努めます。また、今年度１０月から実施予定の幼児教育
・保育の無償化に向け体制を整備します。
・子ども相談課内に「子ども家庭総合支援拠点」を設置し、子ども相談員等の相談体制を強化します。それにより、
育児や家庭環境など子どもと家庭に関する相談や児童虐待の早期発見・早期対応に努めるとともに、関係機関との連
携を強化し、支援を要する妊産婦等にも積極的に働きかけ指導・助言を行います。また、オレンジリボン運動の推進

部の運営方針に対する部全体の総合評価
など児童虐待防止の啓発活動に取り組んでいきます。
・いじめ問題に対しては、教育委員会と連携し「いじめ問題防止対策連絡協議会」を開催し、関係機関相互の連携強 部の運営方針に基づき、３課が、各事業の適正な実施及び充実に遅延な
化を図り、いじめ防止等の対策を推進します。 く取り組み、子育て・子育ち支援施策の推進が着実に図れたと評価する
・「我孫子市子ども発達支援計画」に基づき、発達支援、家族支

様

援、地域支援の充実と

式

機能強化を図り、発達

第

に支援 。
が必要な子ど

１

もの乳幼児期からの一

号

貫した支援体制作りを

部

推進していきます。そ

の

のため「療育・教育シ

運

ステム連絡会 また、各

営

事業の評価や市民のニ

方

ーズ調査等を基に、令

針

和２年度からの「
」に

・

おいて、関係機関との

課

連携を深め、早期発見

の

からライフステージに

目

応じた切れ目のない支

標

援体制の構築を進めま

設

第四次我孫子市子ども

定

総合計画」及び、その

書

下位計画である「第二

(

次放
す。 課後子ども総

平

合プラン行動計画」・

成

「第三次保育園等整備

3

計画（改訂版
・子育て

1

を応援するため、子ど

年

も医療費助成をはじめ

度

子育て世帯に対する経

)

済的な負担軽減を、引

部

き続き推進します ）」

コ

を作成したことにより

ー

、今後も引続き子ども

ド

の健やかな育ちと子育

1

。 ての支援を総合的・

7

計画的に進める準備を

部

整えられた。
・次期子

　

ども総合計画の策定に

名

合わせ「放課後子ども

子

総合プラン行動計画」

ど

の見直しを行い、学童

も

保育室とあびっ子
クラ

部

ブ、それぞれの事業の

部

目的に沿って、子ども

長

達の放課後が充実する

名

よう施設の環境整備や

森

質の向上に努めます。

　

・子どもたちの生きる

和

力を育むため、子ども

枝

の自然体験・生活体験

１

事業の実施や青少年育

．

成団体の活動を支援し

部

ます
。
・少子化対策と

の

して、結婚・妊娠・出

運

産・子育て・子育ちへ

営

の切れ目ない支援を推

方

進していきます。

課コ

針

ード 03 課　名 保育課

(

課長名 星　範之

２．課

予

の目標（部の運営方針

算

を受けて課の取組方針

編

を記入） 部の運営方針

成

に対する課の目標への

・

取組結果

１．子育て中

実

の親子が孤立すること

施

なく、地域の中で安心

計

して子育てできる環境

画

を整えるとともに、地

策

域や保護者の ・子育て

定

中の親子が孤立するこ

方

となく、地域の中で安

針

心して子育てでき
「子

な

育て力」を育むため、

ど

子育て支援施設を核と

を

した親子の交流、子育

踏

て相談、子育て情報、

ま

地域支援活動（出前保

え

るよう子育て支援施設

て

を核とした親子の交流

、

、子育て相談、子育て

基

情報
育）等さまざまな

本

子育て支援施策を充実

計

します。 、地域支援活

画

動（出前保育）等さま

の

ざまな子育て支援施策

分

の充実が図れ
２．次期

野

子ども総合計画の策定

別

に合わせ「第三次我孫

計

子市保育園等整備計画

画

」の見直しを行い、必

や

要に応じて質の高 た。

重

また、子育てフリーマ

点

ーケットは「ママへの

ﾌ

ごほうびフェスタ」と

ﾟ

い保育・教育施設や地

ﾛ

域型保育事業の設置な

ｼ

ど整備を進め、保育園

ﾞ

の待機児童ゼロ施策を

ｪ

堅持します。 タイアッ

ｸ

プし、実施することで

ﾄ

子育て世代の交流が図

、

れた。
３．既存の保育

所

園においては、児童が

管

安全で安心に過ごせる

に

ように計画的に施設修

係

繕・改修を進めます。

る

また、湖北 ・第三次我

部

孫子市保育園等整備計

の

画に基づき、昭和６１

運

年度から継続し
台保育

営

園やわくわく広場につ

方

いては、湖北地区公共

針

施設整備方針に基づき

に

、他課と連携して整備

対

を進めます。 ている待

す

機児童ゼロを３４年間

る

維持することができた

課

。また、市立保育
４．

の

子ども・子育て支援新

目

制度の施行に伴い、利

標

用の手続きの周知や事

へ

業の実施形態の変更な

の

ど、利用者支援員の活

取

園においては、子ども

組

達が安心して過ごせる

結

よう計画的に施設修繕

果

及び
用などとも併せ滞

　

りない事業運営に取り

　

組みます。 改修を実施

分

した。さらに、平成６

野

年度まで間も待機児童

別

ゼロを堅持する
５．フ

基

ァミリーサポートセン

本

ター事業運営及び病児

計

病後児保育事業運営に

画

ついては、委託事業者

の

と連携を密にし、よ た

目

め、現在の保育ニーズ

標

を踏まえ、第三次我孫

を

子市保育園等整備計画

考

の
り利用しやすい事業

慮

運営になるよう努めま

し

す。 見直しを実施した

て

。
６．保育園の開設に

、

伴う法人認可事務及び

部

、地域型保育事業の認

の

可事務並びに給付事務

目

を適正に進めます。 ・

標

湖北白ばら幼稚園が認

を

定こども園に令和２年

達

４月からスタートする

成

た
７．保育園児童の健

す

全な育成を図るため、

る

保育士等の専門性の向

た

上、研修の充実等、保

め

育内容の向上に努めま

の

す。 めの支援を実施し

方

た。
８．幼稚園の預か

針

り保育を充実し、幼稚

を

園での就労・介護など

記

による保護者支援を促

入

進します。 ・湖北台保

)

育園やわくわく広場に

●

ついては、湖北地区公

第

共施設整備方針
９．幼

三

稚園児の安全な教育環

次

境を確保するため、施

基

設修繕の費用の一部を

本

補助します。 を他課と

計

連携し、令和４年度の

画

開園を目指して整備を

の

推進することとし
１０

重

．幼稚園から認定こど

点

も園等に移行するため

プ

、意向のあった幼稚園

ロ

に対し支援に努めます

ジ

。 た。
１１．若者・子

ェ

育て世代の定住化プロ

ク

ジェクトからの提案を

ト

受け、２７年度から実

４

施した子育てフリーマ

「

ーケットは ・ファミリ

若

ーサポートセンター事

い

業運営及び病児病後児

世

保育事業につい
、他の

代

子育て支援イベントに

に

盛り込み、子育て世代

選

の交流増進を図ります

ば

。 ては、より利用しや

れ

すい事業運営になるよ

る

う、委託事業者と連携

ま

を密に
１２．保育園及

ち

び幼稚園の放射能対策

づ

は、市の方針に基づき

く

実施します。 し、事業

り

の推進に努めた。
１３

」

．今年度１０月から実

や

施予定の幼児教育・保

ま

育の無償化に向け、保

ち

育園等と連携し滞りな

・

く無償化を実施します

ひ

・保育士等の専門性の

と

向上を図るため、市内

・

公立私立合同研修会を

し

実施
。また、市民にも

ご

幼児教育・保育の無償

と

化の周知に努めます。

創

し、保育の質の向上に

生

努めた。
・幼稚園の預

総

かり保育が充実し、幼

合

稚園での就労・介護な

戦

どによる保護
者支援や

略

幼稚園児の安全な教育

の

環境を確保するため、

基

施設修繕費用の一
部補

「

助を実施した。
・保育

第

園及び幼稚園等の放射

三

能対策は、市の方針に

次

基づき、空間放射線
量

我

の測定、給食食材の放

孫

射性物質検査を実施し

子

、子どもの安全・安心

市

を
確保したことで保護

保

者の不安を解消した。

育

３．課の目標を達成す

園

る上での課題と対応（

等

人員の配置、組織のあ

整

り方など）

 保育需要

備

は増大の一途であり、

計

待機児童ゼロを継続す

画

ることからも入園事務

」

の繁雑化は否めず、通

に

常の就労時間を
超えて

基

対応せざるを得ない業

づ

務が常態化しています

き

。また、新制度のスタ

、

ートに伴い、事業計画

教

の進行管理や保育・
教

育

育施設の拡充策、認可

・

事務の多様化など業務

保

量が増大しています。

育

さらに今年度１０月か

内

ら実施予定の幼児教育

容

・
保育の無償化により

の

、正規職員の負担が益

向

々増大することは明確

上

であり、職員の増員が

本

必要な状況です。

４．

目

原因分析・改善策

（課

標

長） （部長）
保育需要

３

の増大と待機児童ゼロ

「

を堅持するため、保育

あ

園計画の見直し、認定

び

こども園移行に向け 待

こ

機児童ゼロを堅持する

で

ため、保育園等の整備

子

に伴い、施設数の増大

ど

及び認定こども園への

も

移行
ての認可・認定申

を

請支援、保育園等指導

産

監査、委託・補助金事

み

務、幼保小連携など正

、

規職員の責 に向けての

育

調整事務等が増大した

て

ため、事務の効率化や

た

人員を含めた組織体制

く

の在り方等検討は
任の

な

もと行う事務量が増大

る

している。さらに令和

ま

成元年１０月から幼児

ち

教育・保育の無償化が

づ

ス 必要である。
タート

く

したことから、事務量

り

が増大することとなっ

」

た。また、子育て支援

に

についても、多様な子

基

育て支援策の充実が求

づ

められており、認定こ

き

ども園や保育園、幼稚

、

園、子育て支援拠点施

若

設等と
連携体制も必要

い

になる。このように正

世

規職員の負担が益々増

代

大することは明確であ

が

り、課内の配
置換えや

我

国の補助金を活用しな

孫

がら職員体制の検討が

子

必要である。

５．課の

を

目標を達成するために

選

取り組む事務事業

事務

び

事業名（個別事業） 重

、

プ 施策 指標 単位 現況値

移

目標値 実績値 達成率(

り

％) 評価該当 コード

1

住

市立保育園の地域子育

ん

て事業 重４ 33102

で

園庭開放・マイ保育園

も

の利用者数 人 2,15

ら

8 2,030 2,15

と

8 106.31 現状

2

待

ファミリーサポートセ

機

ンター事業の推進 重４

児

33102 提供・両方

童

会員数 人 236 215

ゼ

61 28.37 現状

3

ロ

子育て支援拠点事業 重

を

４ 33102 利用者数

堅

人 52,937 50,

持

000 46,787 9

す

3.57 結合

4 一時預

る

かり事業 重４ 3310

こ

2 一時預かり保育利用

と

希望者の利用率 人 10

が

0 100 100 100

で

現状

5 世代間交流事業

き

の促進 重４ 33103

た

高齢者参加人数 人 48

と

5 490 213 43.

と

47 現状

6 市立保育園

も

運営事業 重４ 3310

に

3 保育を必要とする児

、

童の入園率 % 100 1

令

00 100 100 現状

和

7 幼稚園における子育

２

て支援事業の実施 重４

年

33103 利用者数 人

度

43,395 43,5

か

00 37,803 86

ら

.9 現状

8 産休・育休

令

予約事業 重５ 3110

和

3 入園予約児童数に対

え

する入園実施割合 ％ 1

る

00 100 100 10

よ

0 現状

9 病児・病後児

う

保育事業 重４ 3310

、

3 利用者数 人 264 3

ま

70 226 61.08

た

現状

10 私立保育園・

、

管外保育園への保育実

こ

施委託 重４ 33103

れ

保育を必要とする児童

か

の申込に対する入園率

ら

% 100 100 100

も

100 現状

ずっと住み続けてもらえるよう子育て・子育ち支援施策を総合的に推進します。さらに ６年度までの整備計画の見直しを実施し、今後の待機児童ゼロの堅持と
、子ども・子育て支援事業計画を兼ねた子ども総合計画の進行管理と次期子ども総合計画（２０２０～２０２４年度 令和４年度の湖北台保育園とわくわく広場の複合施設開設に向け、準備
）の策定を行い、乳幼児期の保育と教育や地域の子ども子育て支援策の充実を図ります。 を進めることができた。また、幼児教育・保育の無償化では、保育園等
・子育て支援拠点施設を核とし、妊娠期からを視野に入れ、孤立せず安心して活き活きと子育てができる環境づくり と連携し、令和元年１０月から滞りなくスタートすることができた。
に努めます。また、地域の人々との連携を密にし、地域の子育て力の向上と多様な子育て支援事業を展開します。 子育て支援では、子育て支援拠点施設を核とした活動の充実、多様な子
・「湖北台地区公共施設の整備方針」を踏まえ、「第三次我孫子市保育園等整備計画」を見直し、待機児童ゼロを堅 育て支援事業の展開を心がけ、安心して快適に子育てできる環境づくり
持し続ける体制づくりと２０２２年４月の湖北台保育園とわくわく



運営費補助金交付事業 重５ 31103 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100 100 100 100 現状

12 障害児保育・統合保育事業 重

５

５ 31103 入園児童

．

数 人 13 20 13 65

課

現状

の

13 私立幼

目

稚園の運営支援 重４ 3

標

3103 就園奨励費補

を

助金および園児補助金

達

の交付率（適正に交付

成

した人 ％ 100 100

す

100 100 現状

るた

14 子育て支援サー

め

ビス利用者へのコーデ

に

ィネイトの推進 重４ 3

取

3102 相談件数 件 1

り

,137 1,140 9

組

40 82.46 現状

む事

15 休日保育事業

務

重４ 33103 実施率

事

（実施件数／申込件数

業

） 人 100 100 98

事

.9 98.9 現状

務事

16 enjoyパパ

業

応援プロジェクト（出

名

生～就学前）【子育て

（

支援・若者 重４ 331

個

02 イベント実施回数

別

回 67 50 57 114

事

結合

業

17 保育園

）

・幼稚園の放射能対策

重

重無 12201 基準値

施

を超える園の放射線低

施

減化対策実施率 ％ 10

策

0 100 100 100

指

現状

標

18 私立保

単

育園等施設整備への補

位

助 重４ 33103 工事

現

の進捗率 ％ 0 100 1

況

00 100 現状

値 目

19 湖北台保育園の再

標

整備 重４ 33103 測

値

量業務の進捗率 % 0 1

実

00 100 100 現状

績値

20 子育てサポ

達

ーターの養成と地域活

成

動の推進 重４ 3310

率

2 子育て中の家庭を訪

(

問し、子育て支援施設

％

の情報紙等を配付した

)

件 45 60 20 33.

評

33 現状

価

21 企

該

業参加の子育て支援 重

当

４ 33102 市内のチ

コ

ーパス協賛店舖数 箇所

ー

171 175 173 9

ド

8.86 現状

11 私立保育園



く広場の複合施設開設に向け、準備を進めます。 針や支援方法の確認を行い、問題解決に向けたケースマネジメントを行
・市内の保育園や認定こども園・幼稚園等と連携し、子育てと就労の両立支援策の充実を図るとともに、乳幼児期に いました。虐待防止に向けた啓発活動については、市の広報やホームペ
質の高い保育・教育等の提供が受けられるよう指導・調整に努めます。また、今年度１０月から実施予定の幼児教育 ージの活用、関係機関へのポスター掲示等に合わせ、オレンジリボン運
・保育の無償化に向け体制を整備します。 動の推進などを通じて取り組みました。いじめ防止対策では、教育委員
・子ども相談課内に「子ども家庭総合支援拠点」を設置し、子ども相談員等の相談体制を強化します。それにより、 会指導課と連携し、いじめ問題防止対策連絡協議会を開催し、関係機関
育児や家庭環境など子どもと家庭に関する相談や児童虐待の早期発見・早期対応に努めるとともに、関係機関との連 等の連携を図りました。
携を強化し、支援を要する妊産婦等にも積極的に働きかけ指導・助言を行います。また、オレンジリボン運動の推進

部の運営方針に対する部全体の総合評価
など児童虐待防止の啓発活動に取り組んでいきます。
・いじめ問題

様

に対しては、教育委員

式

会と連携し「いじめ問

第

題防止対策連絡協議会

１

」を開催し、関係機関

号

相互の連携強 部の運営

部

方針に基づき、３課が

の

、各事業の適正な実施

運

及び充実に遅延な
化を

営

図り、いじめ防止等の

方

対策を推進します。 く

針

取り組み、子育て・子

・

育ち支援施策の推進が

課

着実に図れたと評価す

の

る
・「我孫子市子ども

目

発達支援計画」に基づ

標

き、発達支援、家族支

設

援、地域支援の充実と

定

機能強化を図り、発達

書

に支援 。
が必要な子ど

(

もの乳幼児期からの一

平

貫した支援体制作りを

成

推進していきます。そ

3

のため「療育・教育シ

1

ステム連絡会 また、各

年

事業の評価や市民のニ

度

ーズ調査等を基に、令

)

和２年度からの「
」に

部

おいて、関係機関との

コ

連携を深め、早期発見

ー

からライフステージに

ド

応じた切れ目のない支

1

援体制の構築を進めま

7

第四次我孫子市子ども

部

総合計画」及び、その

　

下位計画である「第二

名

次放
す。 課後子ども総

子

合プラン行動計画」・

ど

「第三次保育園等整備

も

計画（改訂版
・子育て

部

を応援するため、子ど

部

も医療費助成をはじめ

長

子育て世帯に対する経

名

済的な負担軽減を、引

森

き続き推進します ）」

　

を作成したことにより

和

、今後も引続き子ども

枝

の健やかな育ちと子育

１

。 ての支援を総合的・

．

計画的に進める準備を

部

整えられた。
・次期子

の

ども総合計画の策定に

運

合わせ「放課後子ども

営

総合プラン行動計画」

方

の見直しを行い、学童

針

保育室とあびっ子
クラ

(

ブ、それぞれの事業の

予

目的に沿って、子ども

算

達の放課後が充実する

編

よう施設の環境整備や

成

質の向上に努めます。

・

・子どもたちの生きる

実

力を育むため、子ども

施

の自然体験・生活体験

計

事業の実施や青少年育

画

成団体の活動を支援し

策

ます
。
・少子化対策と

定

して、結婚・妊娠・出

方

産・子育て・子育ちへ

針

の切れ目ない支援を推

な

進していきます。

課コ

ど

ード 04 課　名 子ども

を

相談課 課長名 阿部　政

踏

人

２．課の目標（部の

ま

運営方針を受けて課の

え

取組方針を記入） 部の

て

運営方針に対する課の

、

目標への取組結果

　子

基

ども自身からの困りご

本

との相談や子育て、家

計

庭環境などをはじめと

画

する保護者からの悩み

の

ごとの相談に、助言の

分

・令和元年度は、子ど

野

も相談員の配置を拡大

別

し、「子ども家庭総合

計

支援
実施や定期的な連

画

絡による不安の解消、

や

必要な機関の紹介等、

重

的確な支援を行います

点

。 拠点」として、各業

ﾌ

務を行いました。また

ﾟ

、ケース台帳や支援記

ﾛ

録を管
　とりわけ、迅

ｼ

速な対応が求められる

ﾞ

子どもの虐待に関する

ｪ

相談については、保育

ｸ

園、幼稚園、認定こど

ﾄ

も園や学校 理する「家

、

庭児童相談システム」

所

を導入し、相談・支援

管

記録を迅速かつ
、教育

に

委員会の他、関係する

係

機関と連携を取りなが

る

ら確実な支援を実施し

部

ます。必要時、速やか

の

に連携した対応をと 正

運

確に確認しながら相談

営

対応できる体制を作り

方

ました。
れるよう、日

針

ごろから子どもの所属

に

機関等と情報共有、連

対

絡調整を行うとともに

す

、「子ども虐待等防止

る

対策地域協議 ・「養育

課

支援訪問事業」では、

の

保護者の養育支援が特

目

に必要な家庭に対
会」

標

において、庁内関係課

へ

や教育委員会の他、関

の

係機関と定期的に支援

取

方針や支援方法の確認

組

を行い、問題解決に向

結

し専門的相談支援に加

果

え、育児・家事援助を

　

実施できる体制を整え

　

まし
けたケースマネジ

分

メントを行います。ま

野

た、オレンジリボン運

別

動の推進などを通して

基

子ども虐待防止につい

本

ての啓発 たが、本事業

計

の対象と見込んでいた

画

ケースが実施前に一時

の

保護となるな
活動も進

目

めます。 ど実績が発生

標

しませんでした。
　こ

を

うした子ども相談課の

考

支援体制を強化するた

慮

め、今年度は子ども相

し

談員の配置を拡大し、

て

「子ども家庭総合支援

、

・令和元年度の子ども

部

やその家庭に関する新

の

規相談受付件数は６１

目

４件
拠点」として事業

標

を展開するとともに、

を

家庭児童相談システム

達

を導入して、相談・支

成

援記録を迅速かつ正確

す

に確認し 、うち児童虐

る

待相談件数は２０６件

た

で、内訳は、身体的虐

め

待８６件、性
ながら相

の

談対応できる体制をつ

方

くります。また、保護

針

者の養育支援が特に必

を

要な家庭を対象とする

記

「養育支援訪問事 的虐

入

待６件、心理的虐待６

)

５件、ネグレクト４９

●

件でした。これらの相

第

業」では、専門的相談

三

支援に加え、育児・家

次

事援助を実施します。

基

談に対し、保育園、幼

本

稚園、認定こども園や

計

学校、教育委員会の他

画

、関
　児童通所支援サ

の

ービスについては、子

重

ども相談支援事業所に

点

おいてサービス等利用

プ

計画を作成し、サービ

ロ

ス利用の 係する機関と

ジ

日ごろから情報共有、

ェ

連絡調整を行い、「顔

ク

の見える関係
支援をす

ト

るとともに、児童発達

４

支援や放課後等デイサ

「

ービスの適切な支給決

若

定を行います。 」づく

い

りを進めながら確実な

世

支援を実施しました。

代

　いじめの防止対策で

に

は、教育委員会と連携

選

し、「いじめ問題防止

ば

対策連絡協議会」を開

れ

催して関係機関等の連

る

携を ・子どもの虐待防

ま

止の啓発活動として、

ち

市の広報やホームペー

づ

ジへの啓
図る他、いじ

く

めによる重大事態が発

り

生した場合、確実な対

」

応を進めます。 発記事

や

の掲載や関係機関への

ま

ポスター掲示等に加え

ち

、子ども関連のイベ
ン

・

トに参加し、オレンジ

ひ

リボンの作成を行いま

と

した。
・我孫子市子ど

・

も虐待防止対策地域協

し

議会設置要綱に基づき

ご

、代表者会
議（年１回

と

）、実務者会議（年４

創

回）、個別支援会議（

生

必要に応じて開
催）を

総

実施し、虐待を受けた

合

子どもの保護のための

戦

協議及び検討を定期
的

略

に行い、問題解決に向

の

けたケースマネジメン

基

トを行いました。
・い

子

じめ防止に対する取り

ど

組みとしては、いじめ

も

問題対策連絡協議会設

相

置要綱に基づき、教育

談

委員会と連携の上、協

課

議会を５月に開催し、

内

いじ
め防止等に関する

に

機関の連携を図りまし

「

た。
・児童通所支援で

子

は、サービスの支給決

ど

定を公平、適切、迅速

も

に行いま
した。年度末

家

現在、児童通所受給者

庭

証の発行人数が３５８

総

人、サービス
別の利用

合

人数は、児童発達支援

支

が１２９人、放課後等

援

デイサービスが２
２９

拠

人、保育所等訪問支援

点

が３人でした。

３．課

」

の目標を達成する上で

を

の課題と対応（人員の

設

配置、組織のあり方な

置

ど）

・子ども相談課を

し

「子ども家庭総合支援

、

拠点」とするため、子

相

ども相談員の人員配置

談

を拡大する。
・相談・

体

支援記録を迅速かつ正

制

確に確認しながら相談

の

対応できる体制をつく

強

るため、家庭児童相談

本

システムを導入す
る。

目

・養育支援訪問事業で

標

育児・家事援助を実施

３

するため、ヘルパー事

「

業所と委託契約を行う

あ

。

４．原因分析・改善

び

策

（課長） （部長）

５

こ

．課の目標を達成する

で

ために取り組む事務事

子

業

事務事業名（個別事

ど

業） 重プ 施策 指標 単位

も

現況値 目標値 実績値 達

を

成率(％) 評価該当 コ

産

ード

1 子ども総合相談

み

の推進 重４ 33101

、

年間の終結件数÷（新

育

規相談件数＋継続件数

て

）×１００ ％ 65.4

た

73 73.6 100.

く

82 現状

2 子ども短期

な

入所事業 重４ 3310

る

1 実利用児童数÷申請

ま

児童数×100 ％ 10

ち

0 100 100 100

づ

現状

3 子ども虐待防止

く

・援助活動の推進 重４

り

33101 年度内終結

」

ケース数÷（継続ケー

に

ス数＋新規ケース数）

基

×１００ ％ 62.4 6

づ

1 64 104.92 現

き

状

4 児童発達支援事業

、

重４ 33106 ３月末

若

の児童通所支援利用人

い

数÷児童通所受給者証

世

発行人数（支 ％ 92 9

代

2 92 100 現状

5 い

が

じめ問題対策連絡協議

我

会等の運営 重４ 523

孫

02 市いじめ問題対策

子

連絡協議会の開催回数

を

を年１回にする。 回 1

選

1 1 100 現状

6

7

8

び

9

10

、移り住んでもら 化を図り、子ども自身からの困りごとの相談や保護者からの子育て、家
えるよう、また、これからもずっと住み続けてもらえるよう子育て・子育ち支援施策を総合的に推進します。さらに 庭環境などをはじめとする相談に、助言の実施や定期的な連絡による不
、子ども・子育て支援事業計画を兼ねた子ども総合計画の進行管理と次期子ども総合計画（２０２０～２０２４年度 安の解消、必要な機関の紹介等、ニーズに応じた支援を行いました。ま
）の策定を行い、乳幼児期の保育と教育や地域の子ども子育て支援策の充実を図ります。 た、支援を必要とする妊産婦等にも積極的に指導・助言を行いました。
・子育て支援拠点施設を核とし、妊娠期からを視野に入れ、孤立せず安心して活き活きと子育てができる環境づくり 子どもの虐待相談については、日ごろから子どもの所属機関等と情報共
に努めます。また、地域の人々との連携を密にし、地域の子育て力の向上と多様な子育て支援事業を展開します。 有、連絡調整を行いながら、迅速かつ確実に支援を行いました。また、
・「湖北台地区公共施設の整備方針」を踏まえ、「第三次我孫子市保育園等整備計画」を見直し、待機児童ゼロを堅 子ども虐待等防止対策地域協議会において、関係機関と定期的に支援方
持し続ける体制づくりと２０２２年４月の湖北台保育園とわくわ



教育
・保育の無償化に向け体制を整備します。
・子ども相談課内に「子ども家庭総合支援拠点」を設置し、子ども相談員等の相談体制を強化します。それにより、
育児や家庭環境など子どもと家庭に関する相談や児童虐待の早期発見・早期対応に努めるとともに、関係機関との連
携を強化し、支援を要する妊産婦等にも積極的に働きかけ指導・助言を行います。また、オレンジリボン運動の推進

部の運営方針に対する部全体の総合評価
など児童虐待防止の啓発活動に取り組んでいきます。
・いじめ問題に対しては、教育委員会と連携し「いじめ問題防止対策連絡協議会」を開催し、関係機関相互の連携強 部の運営方針に基づき、３課が、各事業の適正な実施及び充実に遅延な
化を図り、いじめ防止等の対策を推進します。 く取り組み、子育て・子育ち支援施策の推進が着実に図れたと評価する
・「我孫子市子ども発達支援計画」に基づき、発達支援、家族支援、地域支援の充実と機能強化を図り、発達に支援 。
が必要な子どもの乳幼児期からの一貫した支援体制作りを推進していきます。そのため「療育・教育システム連絡会 また、各事業の評価や市民のニーズ調査等を基に、令和２年度からの「
」において、関係機関との連携を深め、早期発見からライフ

様

ステージに応じた切れ

式

目のない支援体制の構

第

築を進めま 第四次我孫

１

子市子ども総合計画」

号

及び、その下位計画で

部

ある「第二次放
す。 課

の

後子ども総合プラン行

運

動計画」・「第三次保

営

育園等整備計画（改訂

方

版
・子育てを応援する

針

ため、子ども医療費助

・

成をはじめ子育て世帯

課

に対する経済的な負担

の

軽減を、引き続き推進

目

します ）」を作成した

標

ことにより、今後も引

設

続き子どもの健やかな

定

育ちと子育
。 ての支援

書

を総合的・計画的に進

(

める準備を整えられた

平

。
・次期子ども総合計

成

画の策定に合わせ「放

3

課後子ども総合プラン

1

行動計画」の見直しを

年

行い、学童保育室とあ

度

びっ子
クラブ、それぞ

)

れの事業の目的に沿っ

部

て、子ども達の放課後

コ

が充実するよう施設の

ー

環境整備や質の向上に

ド

努めます。
・子どもた

1

ちの生きる力を育むた

7

め、子どもの自然体験

部

・生活体験事業の実施

　

や青少年育成団体の活

名

動を支援します
。
・少

子

子化対策として、結婚

ど

・妊娠・出産・子育て

も

・子育ちへの切れ目な

部

い支援を推進していき

部

ます。

課コード 06 課

長

　名 こども発達センタ

名

ー 課長名 三澤　由紀子

森

２．課の目標（部の運

　

営方針を受けて課の取

和

組方針を記入） 部の運

枝

営方針に対する課の目

１

標への取組結果

○障害

．

が確定されている子ど

部

もや発達に支援が必要

の

な子どもが、健やかに

運

成長するためには、早

営

期からの療育的支援 「

方

＜改訂版＞我孫子市子

針

ども発達支援計画（第

(

１期障害児福祉計画）

予

」
が必要不可欠となっ

算

ています。そのため関

編

係する機関と連携し、

成

１歳６ヵ月児健診、３

・

歳児健診、５歳児健診

実

、就学 に基づき、こど

施

も発達センターを中心

計

に、子どもとその家族

画

に対して、
時健診及び

策

子育て相談を実施する

定

ことで早期発見に努め

方

、個々のニーズに合わ

針

せた支援計画に基づき

な

適切な療育支援 児童発

ど

達支援、保育所等訪問

を

支援、家族支援等の直

踏

接的支援を行った。
を

ま

実施していきます。 ま

え

た、児童発達支援セン

て

ターの大きな役割であ

、

る地域支援において、

基

保
○発達に支援が必要

本

な子どもとその家族に

計

対して、早期支援、家

画

族支援、発達支援、地

の

域支援の充実を図りま

分

す。 育園、幼稚園、こ

野

ども園、児童通所事業

別

所等に対して、専門的

計

支援のノ
○我孫子市子

画

ども発達支援計画に基

や

づき、発達に支援が必

重

要な子どもとその家族

点

が健やかで安定した生

ﾌ

活が地域で送 ウハウの

ﾟ

提供、支援方法の共有

ﾛ

といった間接的支援も

ｼ

行うなど、支援の
れる

ﾞ

よう、地域支援を軸に

ｪ

教育施策とも連携し、

ｸ

ライフステージに応じ

ﾄ

た一貫した支援体制を

、

療育・教育システム連

所

充実を図れた。また、

管

保育、保健医療、教育

に

、就労支援等の関係機

係

関と
絡会で構築します

る

。 連携した支援体制の

部

構築を「療育・教育シ

の

ステム連絡会」で推進

運

してい
○発達支援の専

営

門性を活かして施設へ

方

の訪問指導、研修会等

針

を行い、地域の幼稚園

に

及び保育園職員や民間

対

事業所等職 る。
員のス

す

キルアップを目指しま

る

す。
○ライフダイアリ

課

ーを、多くの家庭で活

の

用してもらうことがで

目

きるように普及・啓発

標

活動を行います。

３．

へ

課の目標を達成する上

の

での課題と対応（人員

取

の配置、組織のあり方

組

など）

○発達に支援が

結

必要な子どもの家族背

果

景が複雑になっている

　

家庭が増加しています

　

。DVや保護者自身の

分

虐待歴、保護
者の精神

野

疾患等、療育の前に養

別

育ができるよう支援を

基

しなければなりません

本

。来所されている家族

計

の状況を把握、分
析し

画

、どこの事業に重きを

の

置くかを考え、人員配

目

置をする必要がありま

標

す。また、子ども相談

を

課や教育研究所との組

考

織の在り方も検討しな

慮

がら事業をすすめます

し

。

４．原因分析・改善

て

策

（課長） （部長）
出

、

生数が減少する中、発

部

達センターの利用ニー

の

ズは今後も高まってい

目

くと予測される。その

標

ため こども発達センタ

を

ーの機能強化、支援の

達

質の向上と、発達に支

成

援が必要な子どもが、

す

ライフステ
に、地域で

る

安心して暮らせるため

た

の地域支援と、保護者

め

に対しての家族支援の

の

充実が必要である ージ

方

で一貫した支援を受け

針

ることができるように

を

、療育・教育システム

記

の構築を図ることが必

入

要
と考えられる。また

)

、ライフステージに応

●

じた一貫した支援の構

第

築を目指して、療育・

三

教育シス である。
テム

次

連絡会でシステムの構

基

築・推進を継続してい

本

く必要がある。

５．課

計

の目標を達成するため

画

に取り組む事務事業

事

の

務事業名（個別事業）

重

重プ 施策 指標 単位 現況

点

値 目標値 実績値 達成率

プ

(％) 評価該当 コード

ロ

1 発達支援に関する専

ジ

門職員の派遣 重４ 33

ェ

106 相談実施件数 件

ク

379 400 424 1

ト

06 現状

2 児童発達支

４

援事業所「ひまわり園

「

」による発達支援 重４

若

33106 出席率 ％ 7

い

6 80 82 102.5

世

現状

3 言語聴覚士によ

代

る相談・訓練 重４ 33

に

106 実施率 ％ 100

選

100 100 100 現

ば

状

4 理学療法士による

れ

相談・訓練 重４ 331

る

06 実施率 ％ 100 1

ま

00 100 100 現状

ち

5 保育所等訪問支援事

づ

業所「おひさま」によ

く

る発達支援 重４ 331

り

06 実施率 ％ 100 1

」

00 100 100 現状

や

6 ケースワーカーによ

ま

る相談・調整 重４ 33

ち

106 こども発達セン

・

ター利用者数 人 816

ひ

858 762 88.8

と

1 現状

7 心理相談員に

・

よる相談・訓練 重４ 3

し

3106 実施率 ％ 10

ご

0 100 100 100

と

現状

8 療育･教育シス

創

テムの構築 重４ 331

生

06 会議の開催回数 回

総

3 3 3 100 現状

9 作

合

業療法士による相談・

戦

訓練 重４ 33106 実

略

施率 ％ 100 100 1

の

00 100 現状

10 ラ

基

イフダイアリー普及事

発

業 重４ 33106 ライ

達

フダイアリーの配布数

に

人 1,115 1,15

支

0 827 71.91 現

援

状

が必要な子どもが増加する中、こども発達センターを中心に
本目標３「あびこで子どもを産み、育てたくなるまちづくり」に基づき、若い世代が我孫子を選び、移り住んでもら 関係機関と連携し、対象となる子どもとその家族に対して、質の高い専
えるよう、また、これからもずっと住み続けてもらえるよう子育て・子育ち支援施策を総合的に推進します。さらに 門的な発達支援を実施している。また、すべての子どもが安心して地域
、子ども・子育て支援事業計画を兼ねた子ども総合計画の進行管理と次期子ども総合計画（２０２０～２０２４年度 で健やかに成長できるように、地域支援の充実と機能強化を図れたと評
）の策定を行い、乳幼児期の保育と教育や地域の子ども子育て支援策の充実を図ります。 価する。
・子育て支援拠点施設を核とし、妊娠期からを視野に入れ、孤立せず安心して活き活きと子育てができる環境づくり
に努めます。また、地域の人々との連携を密にし、地域の子育て力の向上と多様な子育て支援事業を展開します。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」を踏まえ、「第三次我孫子市保育園等整備計画」を見直し、待機児童ゼロを堅
持し続ける体制づくりと２０２２年４月の湖北台保育園とわくわく広場の複合施設開設に向け、準備を進めます。
・市内の保育園や認定こども園・幼稚園等と連携し、子育てと就労の両立支援策の充実を図るとともに、乳幼児期に
質の高い保育・教育等の提供が受けられるよう指導・調整に努めます。また、今年度１０月から実施予定の幼児



センター施設の維持管理 重４ 33106 施設の維持管理、運営。 ％ 100 100 100 100 現状

12 相談支援事業所「なの花」の相談支援専門員に

５

よる児童支援利用計 重

．

４ 33106 児童支援

課

利用計画の作成数。 件

の

423 580 476 8

目

2.07 現状

標

1

を

3 あそびの教室による

達

早期支援 重４ 3310

成

6 年間利用者数 人 16

す

8 260 89 34.2

る

3 現状

た

14 就学

め

に関する相談・支援業

に

務 重４ 33106 支援

取

率 ％ 100 100 10

り

0 100 現状

組む事務事業

事務事業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 こども発達


